
虐待防止のためのＳＮＳ相談事業企画提案募集実施要領 

 

この要領は、虐待防止のためのＳＮＳ相談事業実施業務を委託するにあたり、

企画提案を広く募集し、総合的な審査により受託者を選定するために必要な事

項を定めるものである。 

なお、本提案募集は、愛媛県の令和７年度当初予算の成立を前提に実施するも

のであり、中止や変更の可能性があることに留意すること。 

 

１ 事業概要 

（１）業務名 

虐待防止のためのＳＮＳ相談事業実施業務 

（２）目的 

児童虐待の未然防止や早期発見を図っていくためには、子どもや保護者

自身がより相談しやすい環境を整備していくことが重要となっている。そ

こで、現代における主要なコミュニケーションツールとして定着している

ＳＮＳを活用した相談体制の構築を図るために、こども家庭庁が運用する

「親子のための相談ＬＩＮＥ」に寄せられた相談に適切に対応できる体制

を整備することで、児童虐待の未然防止や早期発見につなげることを目的

とする。 

（３）内容 

「虐待防止のためのＳＮＳ相談事業委託仕様書」のとおり。 

（４）期間 

契約締結の日から令和 10年３月 31日まで 

 

２ 委託見積上限金額 

27,720,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（内訳） 

令和７年度 9,240,000円（消費税及び地方消費税額を含む） 

令和８年度 9,240,000円（消費税及び地方消費税額を含む） 

令和９年度 9,240,000円（消費税及び地方消費税額を含む） 

※金額は、契約期間その他の要因により変動することがある。 

 

３ 参加者の資格に関する要件 

この企画提案に参加するためには、次の要件をすべて満たしていること。 

（１）参加者の資格要件 

ア 地方自治法施行令第 167条の４の規定に該当しないものであること。 

イ 愛媛県製造の請負等に係る入札参加資格停止措置等に関する要綱によ

る入札参加資格の停止の期間中でないこと。 

ウ 愛媛県競争入札参加資格者名簿に登録、もしくは、企画提案書提出期

限までに登録が予定されていること。 

エ 国税及び都道府県税の滞納がない者であること。 

オ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする者ではないこと。 

カ 暴力団若しくは暴力団員の統制下にある者ではないこと。 

キ プライバシーマーク、ＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシス



テム）又はこれらと同等の個人情報保護に関する体制が整備されている

と認められること。 

ク 過去３年間に国や地方自治体等が発注する類似・関連事業の委託実績

を有していること。 

（２）共同企業体での参加  

複数で共同企業体（以下「ＪＶ」という。）を組織し、本企画提案に参加

できるものとする。 

ただし、ＪＶの全ての構成員は、３（１）ア～キの資格要件を満たし、

代表者もしくは構成員のいずれかに３（１）クの資格要件を満たしている

者が含まれていること。 

なお、ＪＶの構成員である者は、単独で本企画提案に参加することはで

きないものとする。 

 

４ 参加申し込み 

企画提案への参加を希望する者は、令和７年２月 28 日（金）17 時までに

「参加申込書（様式１）」をFAX又は電子メールにて提出先まで提出すること。 

なお、ＪＶによる参加の場合には、「委託業務共同企業体参加資格者誓約書

（様式２）」を提出すること。ただし、委託業務共同企業体協定書は契約締結

時に提出して差し支えない。 

【提出先】 

愛媛県保健福祉部生きがい推進局子育て支援課児童・女性支援施設係 

〒790-8570 愛媛県松山市一番町４丁目４番地２ 

Tel：089-912-2414（直通） Fax：089-912-2409 

E-mail：kosodate@pref.ehime.lg.jp 

 

５ 企画提案書 

（１）書式等 

ア 形式はＡ４版縦、横書き、左綴じとすること。 

イ 使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時 

及び計量法（平成４年法律第 51号）に定める単位に限る。 

ウ ページ数は 10ページ以内とすること。 

（２）記載内容 

提案書には、別添審査基準を参考に、対応する内容を記載すること。提案

のイメージが理解しやすいように、イラスト、絵、写真などを使用しても構

わない。 

（３）提出部数 

 紙媒体で４部（正本１部、副本３部）提出すること。 

   なお、企画提案書に付随して、以下の書類を提出すること。 

   ・会社概要書（様式３） １部 

   ・受託実績報告書（様式４） １部 

   ・参考見積書（様式自由） １部 

※見積金額は内訳を記載し、代表者印を押印すること。 

※見積上限金額 27,720,000円（消費税及び地方消費税を含む。）を超 

えないこと。 
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（４）提出方法 

   令和７年３月 14日（金）17時までに、持参又は郵送（必着）により、４

の提出先まで提出すること。 

 

６ 質問の受付及び回答 

質問がある場合は、令和７年２月 28日（金）までに、質問書（様式５）に

記載の上、下記のメールアドレス宛てに提出すること。 

質問及び回答については参加申込書の提出があった全ての者に対し、参加

申込書に記載された連絡先に電子メールで通知する。ただし、質問又は回答

の内容が、質問者の具体の提案内容に密接に関わるものについては、質問者

に対してのみ回答する。 

なお、提案書の記載内容や審査基準に関する質問、他の参加申込者からの

提案書提出状況に関する質問、積算に関する質問、受付期間以外の質問等は、

公平性の確保及び公正な選考を妨げる恐れがあるので、いかなる理由があっ

ても回答しない。 

・質問メールの件名  「虐待防止のためのＳＮＳ相談事業企画提案 

質問書（事業者名）」 

・送信先メールアドレス kosodate@pref.ehime.lg.jp 

 

７ 審査及び選定方法 

（１）選考方法 

県が設置する審査会において、審査委員による書類審査を行い委託候補 

者を決定する。 

（２）審査項目 

企画提案書審査基準（別紙）のとおり。 

（３）審査結果の通知 

審査の結果は、文書により企画提案者に通知する。 

 

８ 失格要件 

次の事項のいずれかに該当する場合は失格とする。 

（１）提出書類の不足、虚偽の記載があった場合。 

（２）審査の透明性、公平性を害する行為があった場合。 

（３）その他この書面に示された条件に適合しなかった場合。 

 

９ その他 

（１）応募は１者につき１件とする。 

（２）提出書類等は返却しない。 

（３）提出書類の作成に係る一切の費用は、応募者の負担とする。 

（４）提出された関係書類は、選定手続きに必要な範囲において複製することが

ある。 

（５）提出日以降における関係書類の差し替えや再提出は認めない。 

（６）こども家庭庁の児童虐待防止対策等総合支援事業費国庫補助金の交付決

定がなされない場合は、業務内容の変更や業務実施を取り止める場合があ

る。 
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10 スケジュール（予定） 

内容 期間 

参加申込書及び質問書提

出期限 
令和７年２月 28日（金）17時まで 

質問回答 令和７年３月５日（水） 

企画提案書等の提出期限 令和７年３月 14日（金）17時まで 

書類審査 令和７年３月下旬 

最終選定結果の通知 令和７年３月下旬 

 

11 問合せ先 

愛媛県 保健福祉部 生きがい推進局 子育て支援課 

児童・女性支援施設係 担当者 二宮 

〒790-8570 愛媛県松山市一番町４丁目４番地２ 

Tel：089-912-2414（直通） Fax：089-912-2409 

E-mail：kosodate@pref.ehime.lg.jp 
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